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6 世界の原子力の基本政策と原子力発電の状況 

世界の原子力発電設備容量は、2016 年 12 月末時点で、運転中のものは 447 基、3億 9,138

万 kW に達しており、建設中、計画中のものを含めると総計 671 基、6億 2,673 万 kW となっ

ています。2015 年中に供給された年間電力量は 2 兆 4,410 億 kWh1であり、これは全世界の

電力の約 12％に当たります。 

脱原子力政策を決定したドイツのような国もあれば、アジアを中心に 60 基が建設中であ

り、原子力発電の利用を継続・拡大する国もあります。  

                                                  
1 （出典）世界原子力協会（WNA） 
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表 1 世界の原子力発電の現状（2016 年 12 月末時点） 

原子力発電比率は総発電量に占める原子力による発電量の割合。

（出典）世界原子力協会（WNA）のデータを基に作成 

（1） 北米

① 米国

米国は 2016 年 12 月末時点で 99 基の原子炉が稼動する世界第 1位の原子力発電利用国で

す。1979 年のスリーマイルアイランド原子力発電所事故の影響で 30 年近く原子力発電所の

新規発注が途絶えていましたが、ブッシュ前政権（共和党）下で積極的な原子力発電推進政

原子力による
年間発電量
（2015年）

原子力
発電比率

（2015年）

TWｈ ％ 出力 基数 出力 基数 出力 基数

1 米国 798 20 99,535 99 5,000 4 8,312 18

2 フランス 419 76 63,130 58 1,750 1 0 0

3 ロシア 183 19 26,865 35 5,904 7 27,755 25

4 中国 161 3 31,617 35 24,166 22 45,700 40

5 韓国 157 32 23,017 25 4,200 3 11,600 8

6 カナダ 96 17 13,553 19 0 0 1,500 2

7 ドイツ 87 14 10,728 8 0 0 0 0

8 ウクライナ 82 57 13,107 15 0 0 1,900 2

9 英国 64 19 8,883 15 0 0 6,100 4

10 スウェーデン 55 34 8,849 9 0 0 0 0

11 スペイン 55 20 7,121 7 0 0 0 0

12 インド 35 4 6,219 22 3,300 5 18,600 20

13 台湾 35 16 4,927 6 2,700 2 0 0

14 ベルギー 25 38 5,943 7 0 0 0 0

15 チェコ 25 33 3,904 6 0 0 2,400 2

16 スイス 22 34 3,333 5 0 0 0 0

17 フィンランド 22 34 2,764 4 1,700 1 1,200 1

18 ブルガリア 15 31 1,926 2 0 0 950 1

19 ハンガリー 15 53 1,889 4 0 0 2,400 2

20 ブラジル 14 3 1,901 2 1,405 1 0 0

21 スロバキア 14 56 1,816 4 942 2 0 0

22 南アフリカ 11 5 1,830 2 0 0 0 0

23 メキシコ 11 7 1,600 2 0 0 0 0

24 ルーマニア 11 17 1,310 2 0 0 1,440 2

25 アルゼンチン 7 5 1,627 3 27 1 1,950 2

26 スロベニア 5 38 696 1 0 0 0 0

27 日本 4 1 40,480 43 2,756 2 12,947 9

28 パキスタン 4 4 1,040 4 2,662 3 0 0

29 オランダ 4 4 485 1 0 0 0 0

30 イラン 3 1 915 1 0 0 2,000 2

31 アルメニア 3 35 376 1 0 0 1,060 1

32 アラブ首長国連邦 0 0 0 0 5,600 4 0 0

33 ベラルーシ 0 0 0 0 2,388 2 0 0

34 ポーランド 0 0 0 0 0 0 6,000 6

35 トルコ 0 0 0 0 0 0 4,800 4

36 ベトナム 0 0 0 0 0 0 4,800 4

37 バングラデシュ 0 0 0 0 0 0 2,400 2

38 エジプト 0 0 0 0 0 0 2,400 2

39 ヨルダン 0 0 0 0 0 0 2,000 2

40 カザフスタン 0 0 0 0 0 0 600 2

41 インドネシア 0 0 0 0 0 0 30 1

2,441 12 391,386 447  64,500 60 170,844 164

(MWe、グロス電気出力）

合計

運転中 建設中 計画中
国地域
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策が打ち出されたことを背景に、2007 年 10 月にワッツバー2号機（図 1）の建設が再開さ

れ、同機は 2016 年 10 月に商業運転を開始しました。米国で新規の原子力発電所が運転を

開始するのは約 20 年ぶりとなりました。 

図 1 ワッツバー原子力発電所 

（出典）ワッツバー原子力発電所 

ブッシュ前政権下で成立した 2005 年エネルギー政策法においては、新設計画を支援する

連邦債務保証プログラムや生産税控除などの原子力発電推進政策が打ち出されました。ま

た、2009 年に発足したオバマ政権も、クリーンエネルギーの一つとして原子力利用の拡大

を支持していました。このような状況の中、米国原子力規制委員会（NRC）に対しては 2007

年以降、18 件の建設・運転一括許認可（COL）申請が行われました（表 2）。2016 年 12 月末

時点で 6 件の COL が発給され、そのうちボーグル 3、4 号機（AP1000 2 基）と V.C.サマー

2、3号機（同 2基）の建設が 2013 年に着工されました。 

一方で、米国ではシェールガス革命により、2009 年頃から天然ガス価格が低水準で推移

しており、原子力発電の経済性が相対的に低下しています。こうした状況は事業者の原子力

開発に関する意思決定にも影響を及ぼし、18 件の COL 申請のうち、8件が取り下げられ、更

に 2 件の申請が電力会社の要請で NRC による審査中断の状態に置かれています。また、フ

ェルミとサウステキサス・プロジェクトについては、COL が発給されたものの建設開始時期

は未定です。 
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表 2 米国での原子炉新設プロジェクトの COL 申請の状況 

電力会社・ 

コンソーシアム 
サイト（立地州） 炉型 基数

建設・運転一括 

許認可（COL） 

COL 発給済 

サザン社等 ボーグル（ジョージア州） AP1000 2 申請（2008.3） 

発給（2012.2） 

サウスカロライ

ナ・エレクトリッ

ク＆ガス社等 

V.C.サマー（サウスカロライナ州） AP1000 2 申請（2008.3） 

発給（2012.3） 

デトロイト・エジ

ソン社 

フェルミ（ミシガン州） ESBWR 1 申請（2008.9） 

発給（2015.5） 

STP ニュークリア・

オペレーティング

社 

サウステキサス・プロジェクト 

（サウスカロライナ州） 

ABWR 2 申請（2007.9） 

発給（2016.2） 

デューク・エナジ

ー社 

レヴィー郡（フロリダ州） AP1000 2 申請（2008.7） 

発給（2016.10） 

デューク・エナジ

ー社 

ウィリアム・ステーツ・リー（サウス

カロライナ州） 

AP1000 2 申請（2007.12） 

発給（2016.12） 

審査中 

ドミニオン社 ノースアナ（バージニア州） ESBWR 1 申請（2007.11） 

フロリダ・パワー

＆ライト社 

ターキーポイント（フロリダ州） AP1000 2 申請（2009.6） 

審査中断 

デューク・エナジ

ー社 

ハリス（ノースカロライナ州） AP1000 2 申請（2008.2） 

ルミナント コマンチェピーク（テキサス州） US-APWR 2 申請（2008.9） 

この他 8件の COL 申請が取り下げ 

（出典）米国原子力規制委員会（NRC）のデータを基に作成 

2009 年 1 月に発足したオバマ民主党政権は、再生可能エネルギーや省エネルギー等の促

進に重点を置くとともに、気候変動問題へ積極的に取り組む姿勢を示し、原子力発電につい

てもクリーンエネルギーの一つとしてその重要性を認識してきました。 

新規原子力発電所建設に関する政府の債務保証プログラムでは、ボーグル 3、4号機を建

設するサザン社子会社らに合計 83億ドルの保証が発行されました。また、エネルギー省（DOE）
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は小型モジュール炉（SMR）の許認可取得支援プログラム、非軽水炉の研究開発・実証（RD

＆D）プログラムなどを実施しており、DOE の原子力関連研究開発予算の要求額は、2014～

2017 会計年度で増加していました。 

政府が有識者を集めて 2015 年 11 月に開催した第 1 回原子力サミットでは、温室効果ガ

ス排出削減のための原子力の重要性を再認識し、原子力発電の維持及び開発に向けた取組

の一つとして、原子力関連の知見や専門知識を産業界に提供するワンストップ窓口を DOE に

設置することが発表されました。 

米国では、民生・軍事起源の使用済燃料や高レベル放射性廃棄物を同一の処分場で地層処

分する方針に基づき、ネバダ州ユッカマウンテンでの処分場建設が計画され、DOE がブッシ

ュ前政権期の 2008 年 6 月に、NRC に建設認可申請を提出していました。しかし、オバマ政

権は同計画の中止を表明し、放射性廃棄物管理の代替方策を検討する特別委員会（Blue 

Ribbon Commission）を設置しました。同委員会は 2012 年 1 月に勧告を取りまとめた最終

報告書を公開し、DOE は 2016 年内に、同委員会の勧告も踏まえ、同意に基づく処分場サイ

ト選定プロセスの案を公表する予定でした（2017 年 1 月公表）。しかし、2016 年 11 月に実

施された大統領選挙では、共和党のトランプ候補が当選しました。共和党は選挙綱領で、ユ

ッカマウンテンプロジェクトの再開に前向きな姿勢を示しています。 

なお 1977 年のカーター民主党政権（当時）が再処理を禁止したことを受けて、米国では

再処理は行われておらず、最終処分場も未整備の状況であるため、現在使用済燃料は事業者

が発電所等で貯蔵しています。 

② カナダ

カナダは、2009 年にカザフスタンに取って代わられるまで世界最大のウラン生産国であ

り、世界全体の生産量の約 20％を占めていました。近年その割合は 15％程度まで低下しま

したが、現在でも世界のウラン供給に重要な役割を果たしています。 

カナダでは 2016 年 12 月末時点で、19 基の原子力発電所がオンタリオ州（18 基）とニュ

ーブランズウィック州（1基）で稼動中であり、国内の総発電電力量の約 17％を供給してい

ます。原子炉は全てカナダ型重水炉（CANDU 炉）であり、国内で生産される天然ウランを濃

縮せずに燃料として使用することが可能です。 

各地方政府と電力会社は今後の電力需要への対応と気候保全対策の両立手段として原子

力利用を重視していますが、経済性の観点から、近年は原子力プラントの新・増設よりも既

存プラントの改修・寿命延長計画を優先的に進めています。オンタリオ州では 2015 年 12 月

にブルース原子力発電所の 6 基、2016 年 1 月にはダーリントン原子力発電所でも 4 基の原

子炉の大規模改修を実施することが発表されました。一方、プラントの新・増設については、

電力需要の伸びの鈍化や経済危機の影響により、オンタリオ州でダーリントンにおける 2基

増設とアルバータ州における原子力発電所の新規建設計画が保留されています。また、ニュ

ーブランズウィック州ではポイントルプローでの 1基増設計画が中止されました。 
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カナダは使用済燃料の再処理を行わない方針を採っており、使用済燃料は原子力発電所

サイト内の施設で保管されています。2002 年に核燃料廃棄物法が制定され、処分の実施主

体として核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が設立されました。使用済燃料の長期管理アプロー

チとしては、最終的には回収可能な地層処分を行うものの、当面（60 年）はサイト内貯蔵、

あるいは必要に応じて集中貯蔵を実施する「適応性のある段階的管理（Adaptive Phased 

Management）」が 2007 年 6 月に政府により承認されました。その後 2010 年 5 月に、9 段階

からなる選定プロセスを含む処分場選定計画が決定され、第 1段階で関心を表明した 22 自

治体から段階的に、候補の絞り込みが進められています。2016 年 12 月末時点では、選定プ

ロセスは第 3段階第 2フェーズ（現地調査）まで進んでおり、候補に残った 9自治体を対象

に現地調査が実施されています。 

（2） 欧州

2007 年 3 月に欧州理事会は、2020 年までに①温室効果ガスの排出を 1990 年比で 20％削

減する、②最終エネルギー需要に占める再生可能エネルギーのシェアを 20％に引き上げる、

③エネルギー効率を 20％高めるという目標を採択しました。さらに欧州理事会は 2050 年ま

でに 1990 年比で温室効果ガスを 80～95％削減するために、2030 年までの気候・エネルギ

ー政策枠組みを 2014 年 10 月に決定し、2030 年までに 1990 年比で 40％削減する目標を掲

げました。 

一方で、2013 年以降のウクライナ危機を受けて、特に天然ガス供給に関するロシアへの

依存に対する懸念が高まり、欧州委員会は、エネルギー安全保障、気候変動対策、省エネ等

を含めた包括的な政策アプローチとして、「将来を見据えた気候変動政策を伴うレジリエン

トなエネルギー同盟枠組み戦略」を 2015 年 2 月に発表しました。この戦略に基づき、欧州

理事会は同年 3月、エネルギー同盟の構築を正式に決定しました。 

温室効果ガスの削減方法やエネルギーミックスの選択は各加盟国の判断に委ねられてい

ます。ただし欧州委員会は低炭素エネルギー技術開発の側面から、原子力分野における技術

開発を推進する方針を示しています。EU における研究開発（R&D）支援制度である「ホライ

ズン 2020」の枠組みで、EU 加盟国の研究機関や事業者等を中心に立ち上げられた R&D プロ

ジェクトに対し、資金援助が行われています。 

① 英国

英国では 2016 年 12 月末時点で、15 基の原子炉が稼動中であり、総発電電力量の約 20％

を供給しています。英国はチェルノブイリ原子力発電所の事故以降は新設に消極的な立場

をとり、1995 年運開のサイズウェル B 発電所を最後に新設が途絶えていました。しかし、

北海ガス田の枯渇や気候変動が問題となる中、政府はエネルギー政策の再検討を進め、2008

年 1 月に原子炉新設を推進していくことを盛り込んだ「原子力白書」を発表しました。11 月

には、原子力発電所の建設に係る許認可プロセスを効率化し、プロジェクトを円滑に進める
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ため、「発電所や空港など国家的に重要なインフラ・プロジェクトに対する計画許認可プロ

セスの効率化について定めた計画法」が制定されました。同法に基づき、政府は原子力に関

する国家政策声明書（NPS）を策定し、同 NPS は 2011 年 7 月に議会の承認を得て発効しまし

た。同 NPS には、8か所の新規原子力炉の建設候補サイトが記載されており、2016 年 12 月

末時点では、このうち 6サイトにおいて、新設計画が進められています（表 3）。このうち

ヒンクリーポイント C（HPC）サイトにおける 2基の欧州加圧水型原子炉（EPR）の建設プロ

ジェクトについては、2016 年 9 月に、政府、フランス電力（EDF）、中国広核集団（CGN）の

3者が固定価格買取差額決済契約（FIT CfD）と投資合意書に署名しています。なお政府は、

2012 年 10 月に制定されたインフラ法に基づき、重要なインフラ投資を行う事業者に対して

債務保証を行う方針であり、HPC プロジェクトにも保証が適用されます。さらに政府は、2013

年に制定されたエネルギー法に基づき、原子力発電を含む低炭素発電を対象とした FIT CfD

制度を導入しました。FIT CfD 制度では、発電電力量当たりの基準価格を設定し、市場価格

を下回った場合には、その差額の補填を受けることができるため、長期的に安定した売電収

入を見込めることになります。この制度も HPC プロジェクトに適用されており、政府と EDF

は 2013 年 10 月、基準価格について合意しています。 
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表 3 英国での主たる原子炉新設プロジェクト 

電力会社・コンソーシアム サイト 炉型 基数 

フランス電力（EDF）と中国

広核集団（CGN） 

ヒンクリーポイント C EPR 2 

EDF と CGN サイズウェル C EPR 2 

EDF と CGN ブラッドウェル B 華龍 1号 2 

ホライズン社 ウィルファ ABWR 2 

ホライズン社 オールドベリーB ABWR 2 

NuGeneration 社 ムーアサイド AP1000 3 

各プロジェクトへの EDF と CGN の出資比率はサイトによって異なる。 

（出典）世界原子力協会（WNA）のデータを基に作成 

英国では、1950 年代からセラフィールド再処理施設で国内外の使用済燃料の再処理を行

っています。政府は 2006 年 10 月、再処理で生じるガラス固化体について、再処理施設内で

貯蔵した後、地層処分する方針を決定しました。2008 年 6 月の白書「放射性廃棄物の安全

な管理-地層処分の実施に向けた枠組み」で示された公募に基づく 6段階からなる処分場サ

イト選定プロセスが開始され、セラフィーフィルドのあるカンブリア州西部が関心を示し

ましたが、2013 年 1 月にプロセスから撤退しました。政府が 2014 年 7 月に公表した白書

「地層処分-高レベル放射性廃棄物の長期管理に向けた枠組み」では新たなサイト選定プロ

セスが提示されました。放射性廃棄物管理会社（RWM）は、地質学的スクリーニング実施に

関するガイダンスを公表しています。 

② フランス

フランスでは 2016 年 12 月末時点で 58 基の原子炉が稼動中です。我が国と同様にエネル

ギー資源の乏しいフランスは、総発電電力量の約 8 割を原子力発電で賄う原子力立国であ

り、その規模は米国に次ぐ世界第 2 位となっています。また、2006 年の原子力政策に関す

る国民討議を経て、10 年ぶりの新規原子炉となるフラマンビル 3号機（EPR、160 万 kW）の

建設が 2007 年 12 月以降進められております。 

2012 年 5 月に行われた大統領選挙及び議会下院総選挙を経て発足したオランド政権は、

総発電電力に占める原子力の割合を、2025 年までに 50％に縮減する目標を掲げています。

この政策目標が規定された「グリーン成長のためのエネルギー転換に関する法律」（エネル

ギー転換法）が制定されました。同法では、原子力発電の総設備容量を、現行の 6,320 万 kW

とすることも規定されています。このため、国内の原子力発電所の運転者であるフランス電

力（EDF）は、フラマンビル 3号機の運開に伴い、同機と同等分の既存炉を閉鎖することを

義務付けられることになります。 

国内では減原子力政策を採る一方で、オランド政権は、仏原子力事業者の海外進出を支援
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する方針です。政府は円滑な原子力事業者の協力体制を構築するために、株式の大半を保有

する EDF 及びアレバ社を中心とする原子力産業界の再編を主導しています。再編によって

アレバ社の傘下には、燃料サイクル事業を担う NEW CO、原子炉製造事業を担う NEW NP 社が

設置され、NEW NP 社の株式の過半数は EDF に譲渡される計画です。またアレバ社の経営再

建のため、政府はアレバ社と NEW CO に対し、総額 50 億ユーロの増資を実施する方針です。 

また、高レベル廃棄物処分関連の動向として、2006 年の放射性廃棄物等管理計画法に基

づき、放射性廃棄物管理機関（ANDRA）が高レベル放射性廃棄物等の地層処分場の設置に向

けた準備を進めています。ANDRA は地層処分場の設置許可申請の一環で 2013 年に実施した

公開討論会の結果を踏まえ、2018 年に設置許可申請を政府に提出し、2025 年に地層処分場

の操業を開始する計画です。また地層処分場の操業は、地層処分場の可逆性と安全性の立証

を強固にすることを目的としたパイロット操業フェーズから開始されます。 

③ ドイツ

ドイツでは 2016 年 12 月末時点で、8 基の原子炉が稼動中です。2002 年の原子力法改正

により、ドイツでは原子炉の新規建設が禁止され、既存炉についても運転期間 32 年を基準

に決められた発電電力量の上限値に達した原子炉から、順次閉鎖することが定められまし

た。 

その後、2009 年に発足した第 2 次メルケル政権は、原子力発電を「再生可能エネルギー

社会への橋渡しに必要な技術」と位置付け、2010 年 12 月に原子力法を改正し、既存炉の運

転期間を平均 12 年延長しました。しかし、2011 年 3 月に発生した東電福島第一原発事故を

受けて連邦政府は原子炉の運転延長を撤回し、同年 8 月に再び原子力法を改正して各原子

炉の閉鎖年限を定め、2022 年末までに原子力発電からの撤退を完了することを決定しまし

た。2010年末時点でドイツ国内では17基の原子炉が稼動中でしたが、原子力法改正に伴い、

8基の原子炉が改正法施行翌日の 2011 年 8 月 6日付で一斉閉鎖されました。2015 年 6 月に

は同年末が原子力法上の閉鎖期限であったグラーフェンラインフェルトが閉鎖され、ドイ

ツにおける稼動中の原子炉は残り 8 基となりました。次の閉鎖炉は、2017 年末が閉鎖期限

とされているグンドレミンゲン B号機となる見込みです。 

ドイツでは 1970 年代からゴアレーベンを候補地として高レベル放射性廃棄物処分場計画

が進められてきましたが、東電福島第一原発事故後の原子力政策見直しの一環で白紙化さ

れ、2013 年 7 月に「発熱性放射性廃棄物の処分場サイト選定法」が制定されました。同法

では、公衆参加型の新たなサイト選定プロセスを経て、複数の候補地から段階的に絞り込み

を行い、2031 年末までに処分場サイトを確定することが定められており、2016 年には、新

たな選定プロセス実施に向けた処分実施・規制体制の変更や関係法令の整備などが実施さ

れました。 
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④ スウェーデン

スウェーデンでは 2016 年 12 月末時点で、運転中の 10 基の原子炉で総発電電力量の約

35％を賄っています。1980 年の国民投票の結果を受け、2010 年までに既存の原子炉 12 基

（当時）を全廃するとの国会決議がなされましたが、代替電源確保のめどが立たない中、実

際に閉鎖されたのはバーゼベック発電所 1、2号機のみであり、2006 年に政府は脱原子力政

策を凍結しました。2010 年 6 月には既設炉の建て替え（リプレース）を認める法律が成立

し、2012 年 7 月にはヴァッテンファル社が 1～2基のリプレースを申請しました。 

しかし、2014 年 10 月に発足した社会民主党と緑の党の連立政権は脱原子力政策を推進す

ることで合意し、原子力発電への課税強化措置をとりました。さらに、欧州における卸電力

価格の低迷による原子力発電の経済性の悪化もあり、2015 年 10 月には、事業者がオスカー

シャム 2号機、リングハルス 1、2号機の早期閉鎖を決定しました。しかし 2016 年 6 月、連

立政権は長期的なエネルギー政策に関する新たな枠組み合意を締結し、この中で、原子力発

電への課税を撤廃し、既存サイトにおいて 10 基を上限としてリプレースを認める方針を示

しています。 

図 2 スウェーデン・オスカーシャム原子力発電所 

（出典）オスカーシャム原子力発電所 

スウェーデンでは、使用済燃料は各発電所で冷却された後、オスカーシャム自治体にある

集中中間貯蔵施設（CLAB）で貯蔵されており、再処理は行わず地層処分されます。地層処分

場のサイト選定については、文献調査を中心とした第 1段階の調査、2自治体におけるサイ

ト調査を実施する第 2 段階の調査の結果、2009 年 6 月に立地サイトとしてエストハンマル

自治体のフォルスマルクが選定されました。使用済燃料処分の実施主体であるスウェーデ

ン核燃料・廃棄物管理会社（SKB 社）は 2011 年 3 月に立地・建設の許可申請を行いました。

スウェーデンでは、環境法典に基づく許可と、原子力活動法に基づく許可の二つの許可が必

要となり、前者は土地・環境裁判所、後者は放射線安全機関（SSM）による審査が進められ

ています。このうち、環境法典に基づく許可については、SSM が 2016 年 6 月に、SKB 社が安

全要件を遵守して処分場を建設する能力を有しているとの意見書を土地・環境裁判所に提
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出しています。 

⑤ フィンランド

フィンランドでは 2016 年 12 月末時点で、4基の原子炉が稼動中であり、総発電電力量の

約 30％を原子力発電で賄っています。政府は気候変動対策や、ロシアへのエネルギー依存

度の低減を目的として、エネルギー利用の効率化や再生可能エネルギー開発と、原子力発電

も活用する方針です。 

この方針に沿って、TVO 社は国内 5基目の原子炉となるオルキルオト 3号機（EPR、160 万

kW）の建設を 2005 年 5 月から進めていますが、工事の遅延により、運転開始は当初予定の

2009 年から大幅に遅れ、2018 年末となる予定です。さらに、国内 6 基目の原子炉として、

Fennovoima 社がハンヒキビ 1原子力発電所の建設を計画しており、2015 年 9 月から建設許

可申請の審査が開始されています。 

また、フィンランドは高レベル放射性廃棄物の地層処分場のサイト選定が世界で初めて

最終決定された国です。地元自治体の承認を経て、2000 年末に政府は地層処分場をオルキ

ルオトに建設する原則方針を決定し、2003 年には同地において地下特性調査施設（ONKALO）

の建設が許可され、建設作業と調査研究が実施されています。その後、地層処分事業の実施

主体であるポシバ社は 2012 年 12 月に処分場の建設許可申請を行い、政府は 2015 年 11 月

に建設許可を発給しました。地層処分場は 2022 年頃に操業開始する予定です。 

⑥ スイス

スイスでは 2016 年 12 月末時点で、5基の原子炉が稼動中であり、総発電電力量の約 40％

を原子力で賄っています。2007 年 2 月に政府が発表した「2035 年までのエネルギー見通し」

では、2020 年頃に既存の原子力発電所が運転寿命を迎え、発電設備容量の恒常的な不足が

生じるとの予測が示され、2031 年以降の原子炉新設が長期エネルギーシナリオに盛り込ま

れました。これを受けて ATEL 社（2009 年 2 月以降 Alpiq 社）、AXPO 社、BKW 社の 3 社は、

2008 年内に合計 3 基の新設・リプレースに係る概要承認（計画の大枠に対する政府承認）

申請を提出しました。しかし、2011 年 3 月の東電福島第一原発事故を受けて、政府は同年

5月、中長期のエネルギー政策方針「エネルギー戦略 2050」を閣議決定し、原子力発電所の

新規建設・リプレースを行わず、段階的脱原子力を進める方針を示しました。2016 年 11 月

には、既存炉を運開後 45 年で早期閉鎖することを求める国民発議（イニシアティブ）が国

民投票で否決され、これを受けて、上記戦略に基づいて策定され議会を通過した一連の関連

法令改正案が成立しました。このうち原子力法改正案には、原子力発電所の新設禁止が盛り

込まれていますが、既存炉の閉鎖期限は定められていません。なお、従来英仏に委託して実

施していた使用済燃料再処理は禁止されます。この原子力法改正は 2017 年内に発効する見

込みです。 

放射性廃棄物処分場に関しては、3段階のプロセスで候補地の絞り込みが進められていま
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す。2016 年 12 月末時点で、第 2 段階の候補確定に向けた審査途上であり、「チューリッヒ

北東部」「ジュラ東部」及び「北部レゲレン」の 3か所について、調査が継続されています。 

⑦ イタリア

1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故により原子力への反対運動が激化した後、

1987 年に行われた国民投票の結果を受け、政府が既設原子力発電所の閉鎖と新規建設の凍

結を行った結果、2016 年 12 月末時点で、主要先進国（G8）の中で唯一、イタリアでは原子

力発電所の運転を行っていません。電力供給の約 10％以上を輸入に頼るという国内事情か

ら、産業界等から原子力発電の再開を期待する声が上がり、2008 年 4 月に発足したベルル

スコーニ政権（当時）は、原子力発電再開の方針を掲げ、必要な法整備を進めました。しか

し、2011 年 3 月の東電福島第一原発事故を受けて、国内世論が原子力に否定的な方向に傾

く中、原子力発電の再開に向けて制定された法令に関する国民投票が実施された結果、原子

力発電の再開に否定的な票が全体の約 95％を占め、政府は原子力再開計画を断念しました。 

⑧ 中東欧及びコーカサス諸国

中東欧及びコーカサス諸国では 2016 年 12 月末時点で、ブルガリア（2 基）、チェコ（6

基）、スロバキア（4基）、ハンガリー（4基）、ルーマニア（2基）、スロベニア（1基）、ア

ルメニア（1 基）の 7 か国で 20 基の原子炉が運転中、スロバキアで 2 基が建設中です。ポ

ーランドでも原子力発電の新規導入が計画されています。原子力発電を行っている 7 か国

の原子力発電比率は総じて高く、ルーマニアを除く 6 か国で 30％以上、中でもスロバキア

とハンガリーでは 50％を超えます。なお、同地域で運転中の原子炉は、ルーマニアの 2 基

（カナダ型重水炉〔CANDU 炉〕）とスロベニアの 1 基（米国製加圧水型軽水炉〔PWR〕）を除

き、全て旧ソ連型の炉（VVER）です。 

旧ソ連型 VVER の安全性を懸念する西側諸国は、同地域各国の EU 加盟条件として、旧型

VVER の閉鎖を要求しました。これを受け、ブルガリア（2007 年 1 月加盟）ではコズロドイ

原子力発電所 1～4号機、スロバキア（2004 年 5 月加盟）ではボフニチェ原子力発電所 1・

2号機が閉鎖されました。 

その後、2011 年の東電福島第一原発事故を経た後も、中長期的な電力需要増加への対応、

温室効果ガス排出の抑制、また天然ガス供給国であるロシアへの依存度低減といった観点

から、同地域では複数の国で引き続き、原子炉の新・増設や、社会主義体制崩壊後に建設が

中断された原子炉の建設再開などが計画されています。 

現在の国際的な経済情勢の下、同地域では EU の国家補助（State Aid）規則や公正競争に

係る規則への抵触を避けつつ、いかに原子力事業に係る資金調達を行うかが課題となって

います。こうした中、2015 年 11 月にはルーマニア国営企業と中国広核集団（CGN）がチェ

ルナボーダ 3、4 号機の建設、運転や資金調達等に関する覚書（MOU）を締結、2016 年 3 月

にはチェコ電力（CEZ）と CGN が原子力発電所の建設、運転、燃料サイクル等の分野での長
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期的な協力方針を示す MOU を締結するなど、近年、旧来関係の深いロシアに代わる新たなパ

ートナーとして中国に接近する動きが見られています。 

（3） 旧ソ連諸国

① ロシア

ロシアでは 2016 年 12 月末時点で、36 基の原子炉（内 2 基は高速炉）が運転中で総発電

電力量の約 20％を供給しており、7基が建設中です。原子力行政に関しては、2007 年 12 月

に設置された国家原子力コーポレーション・ロスアトムが民生・軍事両方の原子力利用を担

当し、連邦環境・技術・原子力監督局が民生利用に係る安全規制・検査を実施しています。

（軍事利用に係る安全規制はロスアトム自ら実施。） 

ロシアでは、2010 年 2月に閣議決定された連邦重点プログラム（Federal Target Program）

で、2050 年までに発電電力量に占める原子力の割合を 45～50％とする目標が掲げられまし

た。その後 2016 年 8 月には、2030 年までに現在建設中のものに加えて 11 基を国内で新規

建設する方針が決定されています。またロシアは原子力事業の海外展開を積極的に進めて

おり、ロスアトムグループは旧ソ連圏以外のイラン、中国、インドでロシア型原子炉 VVER

を運開させているほか、トルコやベトナムにも進出が決定しています。 

ロシアは原則として使用済燃料を再処理する方針ですが、現在は一部の燃料が RT-1 再処

理プラントで再処理され、残りは発電所プラント等で貯蔵されています。鉱業化学コンビナ

ート（MCC）内のプラントでは、高速炉向けの混合酸化物（MOX）燃料が製造されています。

ロシアは 2030 年までのクローズドサイクル実現に向けて、高速炉での MOX 燃料利用を進め

ており、2015 年 12 月には、ベロヤルスクのナトリウム冷却型高速炉 BN-800 が系統接続し

ました。同炉は 2019 年までにフル MOX 運転に移行する予定です。 

またロシアは、政治的理由により核燃料の供給が停止した場合の供給保証を目的として、

2007 年 5 月、シベリア南東部のアンガルスクに国際ウラン濃縮センター（IUEC）を設立し、

IAEA 監視の下、2010 年以降約 120ｔの低濃縮ウランを備蓄しています。2016 年 12 月末時

点で、同センターにはロシアが 70％、他カザフスタン、ウクライナ、アルメニアが 10％ず

つの比率で出資しています。 

② ウクライナ

ウクライナでは 2016 年 12 月末時点で、15 基の原子炉が運転中で総発電電力量の 50%以

上を供給しています。従来、核燃料供給や石油・天然ガス等、エネルギー源の大部分をロシ

アに依存してきましたが、クリミア問題等に起因する両国の関係悪化もあり、原子力分野も

含めてロシアへの依存脱却に向けた取組を進めています。 

ウクライナ政府は、2012 年中頃に発表された 2030 年までの同国のエネルギー戦略におい

て、電力供給における原子力の比率を 50％程度に維持するために、既存炉の寿命を延長す

るとともに、500～700 万 kW 相当の原子炉を新設する方針を示しています。なお、1990 年に
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建設途上で中断したフメルニツキ 3、4号機についてはロシアの協力で両機を完成させる計

画でしたが、議会は 2015 年 9 月にロシアに発注する計画の撤回を決議しました。ウクライ

ナは、ロシアに代わる事業引継に関連して、EU 加盟国の企業であるチェコのシュコダ社と

の協力を検討しているほか、2016 年 8 月には韓国水力原子力（KHNP）と原子力分野におけ

る協力拡大に関する MOU を締結するなど、関係を強化しています。このほか、既存原子炉へ

の燃料供給元の多様化、寿命延長のための安全対策なども欧米の企業や国際機関の協力を

得て進めています。 

なお、チェルノブイリ原子力発電所では 1986 年に事故が発生した 4号機を密閉するため、

老朽化したコンクリート製「石棺」を覆うシェルターの建設が国際機関協力の下で進められ

ており、1～3号機は 2000 年までに全て閉鎖済みです。 

③ カザフスタン

カザフスタンは 2009 年以降、世界一のウラン生産国の座を維持しており、国営原子力会

社カザトムプロムが、ウルバ冶金工場（UMP）でウラン精錬、転換及びペレット製造等を行

っています。カザトムプロムは 2030 年までに世界の核燃料供給の 3割を占めることを目標

に、ロシアに加えカナダ、フランス、中国などの出資・協力を得て事業の多国籍化・多角化

を図り、UMP 内のプラントにラインを増設して様々な炉型向けの燃料を製造する計画です。

なお、カザトムプロムは低濃縮ウランの国際備蓄にも大きく関与しています。同社はロシア

のアンガルスクにある IUEC に 10％出資し、さらに 2015 年には IAEA と、UMP におけるウラ

ン燃料バンク設置に関する協定を締結しました。UMP のウラン燃料バンクは 2017 年 9 月の

完工が見込まれており、最大 90ｔの低濃縮ウランを備蓄する予定です。 

カザフスタンはフロントエンド事業の拡大だけでなく、中小型炉を中心とした原子力発

電の本格導入も検討しています。同国では旧ソ連時代に建設された高速炉 1基（BN-350）が

1999 年まで運転していましたが、現在運転中の原子炉は存在しません。2012 年に策定した

2030 年までの発電開発計画において、政府は 2030 年における原子力発電設備容量を 90 万

kW としています。また 2012 年には原子力・放射線安全、核物質防護等の分野を担当する新

組織として、国家原子力庁が設置されました。 

 カザフスタンはロシアと 2014 年 5 月に設備容量合計 30～120 万 kW の原子力発電プラン

トの建設に係る二国間協力に関する MOU に調印し、同年 9 月末には政府間協定に仮署名し

ました。しかしその後の 2015 年 11 月、カザフスタンエネルギー省は新規プラントの運転

開始時期を 2025 年以降とし、2017 年から 2018 年頃にサイト及び建設パートナーを正式決

定するとの見通しを示しました。建設の有力候補地はクルチャトフ近郊あるいはバルハシ

湖南西地域とされています。 

 カザフスタンに対しては、我が国も原子力平和利用に関する交流及び協力を進めており、

2010 年に原子力協定を締結しました。近年でも 2015 年 10 月に日本原子力発電（株）及び

丸紅ユティリティ・サービスがカザトムプロムと、原子力発電導入に向けた協力に関する
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MOU を締結しています。また、日本原子力研究開発機構も、ウラン開発や高温ガス炉の研究

開発でカザフスタンとの協力を継続しています。 

（4） アジア

① 韓国

韓国政府はエネルギーの安定供給や気候変動対策に取り組むため、CO2の排出が少ない電

源として原子力発電を維持する方針を示し、原子力技術の国産化と次世代炉の開発など、こ

れまで積極的な原子力政策を進めておりました。文在寅新政権では、原子力政策の見直しを

表明しております。 

なお、2016 年 12 月末時点で、25 基、2,302 万 kW の原子力発電所が運転中で、総発電量

に占める原子力発電の割合は 32％です。さらに、次世代軽水炉（APR-1400）を含め建設中

が 3 基、420 万 kW、計画中が 8 基、1,160 万 kW となっています。政府は第二次国家エネル

ギー基本計画で、2035 年までに発電設備容量に占める原子力の比率を 29％とする計画を示

しており、2035 年時点で必要な原子力発電設備容量を 4,300 万 kW としています。韓国標準

型炉は国産化を終え、APR-1400 については国内で新古里 3 号機が 2016 年 12 月に運転を開

始しているほか、さらに 3基の建設が進められています。政府は国産炉の海外輸出も推進し

ており、2009 年 12 月に韓国電力公社（KEPCO）と UAE 原子力公社（ENEC）との間で、UAE 国

内に 4 基の APR-1400 を 2020 年までに建設するプロジェクトに関する契約が締結されまし

た。研究開発面では、海水淡水化と熱供給を目的として開発してきた多用途炉 SMART の海外

輸出も進めており、2015 年 3 月にはサウジアラビアとの間で、2 基以上の SMART をサウジ

アラビアに建設し、同国との協力により第 3国への輸出を目指す協力覚書に署名しました。

さらに両国は同年 9月、同協力覚書に基づき、建設前詳細設計事業協定を締結しました。

② 中国

中国では、電力需要の増加と石炭利用による大気汚染問題に対応する観点から、原子力発

電の拡大が図られるとともに、2011 年の東電福島第一原発事故を契機に、安全性の向上に

向けた取組も行われています。 

2016 年 12 月末時点で、中国で運転中の原子炉は 35 基であり、設備容量は合計 3,000 万

kW を超えました。さらに 20 基（約 2,300 万 kW）が建設中です。2007 年に国務院が承認し

た「原子力発電中長期発展計画（2005～2020 年）」では、2020 年までに原子力発電設備容量

を 4,000 万 kW とする目標が掲げられました。その後、目標達成を前倒しするペースで建設

が進み、目標の大幅な上方修正も検討されましたが、2011 年の東電福島第一原発事故を受

けて、原子力安全の再検討のため新規建設承認の手続きが一時中断されました。2012 年に

政府は、「原子力安全・放射性汚染防止第 12 次五カ年計画と 2020 年長期目標」、「原子力発

電安全計画」、「原子力発電中長期発展計画」を承認し、既存炉及び新設炉の安全規制方針や、

安全性向上に関する方針を示しました。その上で政府は 2014 年 6 月に「エネルギー発展戦
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略行動計画（2014-2020 年）」を策定し、2020 年までに原子力発電の設備容量を 5,800 万 kW

とし、さらに同時期の建設中の発電所の設備容量を 3,000 万 kW 以上にする目標を掲げ、内

陸部における新設計画は当面着工しないものの、沿海部を中心に引き続き原子力発電設備

容量を増大する方針を示しました。これを受けて 2015 年 3 月には、原子炉新規建設の承認

も再開されました。 

中国では米仏の技術をベースに中国核工業集団公司（CNNC）と中国広核集団（CGN）がそ

れぞれ軽水炉の国産化を進めてきましたが、これを統合して国産の第 3世代炉「華龍 1号」

を開発、2016 年 3 月に両社出資による華龍国際核電技術有限公司（華龍公司）が発足しま

した。華龍 1 号は国内外での展開を想定しており、既に 2015 年に福清 5 号機として華龍 1

号の初号機の建設が開始されています。今後国内で複数基の建設が予定されているほか、パ

キスタンのカラチ原子力発電所 2、3号機での採用も決まっています。なお、クローズドサ

イクルの実現に向けた高速炉開発も進めており、2010 年には実験炉 CEFR が初臨界を達成

し、2011 年に送電を開始しました。 

中国は近年、原子炉の国外輸出を積極的に進めています。前述のパキスタンに加え、英国

でも 2015 年の両国首脳合意に基づき、原子力発電所新規建設への中国企業の出資が予定さ

れており（ヒンクリーポイント C、サイズウェル C）、さらには中国型炉の供給も行われる見

込みです（ブラッドウェル B）。このほか、中国の原子力企業は東欧や中東、アジア、南米

でも高温ガス炉やカナダ型重水炉（CANDU 炉）等を含む各種原子炉の建設協力に向けた MOU

を締結しています。 

③ 台湾地域

台湾地域では、2016 年 12 月末時点で、3か所の原子力発電所で合計 6基（BWR4 基、PWR2

基）の原子炉が運転中であり、原子力発電が総発電電力量に占める割合は 16％です。龍門

では第四原子力発電所（ABWR×2 基、各 135 万 kW）が建設されていますが、現在作業は中断

されています。 

台湾では 2000 年発足の民進党政権が段階的脱原子力政策を打ち出しましたが、2008 年の

政権交代で成立した国民党政権は、原子力発電を再生可能エネルギー社会に至るまでの過

渡的な電源として維持する方針を示し、第四発電所の建設を継続し、既存炉のリプレースや

増設も検討する意向を示しました。しかし、2011 年の東電福島第一原発事故を受け、政府

は同年 6月、中長期的な脱原子力発電へと再度政策を転換し、既存炉の寿命延長やリプレー

スを行わないことを決定しました。ただし、第四原子力発電所の建設については安全性を確

認した上で継続する方針が示されていました。 

しかし、政府と議会は 2013 年 2 月に、第四原子力発電所建設中止の是非を国民投票で決

定することで合意しました。2014 年 4 月に政府は、国民投票実施まで建設に関する活動を

凍結することを決定し、2015 年 6 月には台湾電力公司が、第四原子力発電所を 3 年間、一

時閉鎖状態に移行させる方針を発表しました。なお、国民投票は 2016 年 12 月末時点では、
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まだ実施されていません。台湾では 2016 年の選挙により、脱原子力に積極的な蔡政権（民

進党）が発足しました。政府が 2016 年 10 月に策定した電気事業法の改正案には、「原子力

発電施設は 2025 年までに全て運転を停止するものとする」との規定が置かれています。 

④ ASEAN 諸国

ASEAN を構成する 10 か国は 2016 年 12 月末時点で、いずれも原子力発電所を持ちません

が、気候変動対策やエネルギー安全保障の観点から、原子力計画への関心を示す国が増大し

ています。 

ベトナムでは 2009 年に、2020 年の運転開始を目指し、原子力発電所を 2か所（100 万 kW

級の原子炉計 4基）建設する計画が国会で承認されました。また 2011 年の「第 7次国家電

力マスタープラン」では、2030 年までに 10 基の原子炉を運開させ、国内の電力の約 10%を

原子力で賄う計画が示されました。同国初の原子力発電所となるニントゥアン第 1、第 2原

子力発電所は、それぞれロシアと我が国が建設プロジェクトのパートナーに選定されまし

たが、政府は 2016 年 11 月、国内の経済事情を背景に、両発電所の建設計画の中止を決定

し、国会もこれを承認しました。 

インドネシアは 2007 年に制定された「長期国家開発計画（2005～2025 年）に関する法律」

において、2015～2019 年に初の原子炉の運転を開始し、2025 年までに追加で 4基の原子炉

を運転開始させる計画を示しました。しかし、ムリア半島における初号機建設計画は 2009

年に無期限延期となり、2010 年以降はバンカ島を新たな候補地として検討が継続されてい

ますが、原子力発電所建設の決定には至っていません。一方で、政府はロシアや中国の協力

を得て実験用発電炉（高温ガス炉）の建設計画を進めるなど、商用発電炉導入に向けたイン

フラ整備を進めています。 

タイは 2010 年の電源開発計画（PDP2010）において、2020～2028 年に 5 基の原子炉（各

100 万 kW）を運転開始させる方針を示していましたが、東電福島第一原発事故や 2014 年の

軍事クーデター後の政情不安等に伴い計画は先送りされています。軍による暫定政権下、

2015 年に発表された電源開発計画（PDP2015）では、初号機の運転開始時期が 2035 年、2基

目が 2036 年とされています。 

マレーシアは、2010 年策定の「経済改革プログラム」において原子力発電利用を検討し、

2011 年にマレーシア原子力発電会社（MNPC）を設立しました。2021 年と 2022 年に原子炉各

1 基を運転開始することを目標としていましたが、MNPC は 2013 年に、建設開始は 2021 年

以降となるとの見通しを発表しています。 

フィリピンは、現行のエネルギー計画（2012 年～2030 年）には原子力発電利用の計画を

盛り込んでいないものの、2016 年 6 月に就任したドゥテルテ大統領が、1986 年に完成後、

運転しないままとなっているバターン原子力発電所（60万 kW）の復活検討に言及しており、

11 月には同国エネルギー省（DOE）が、工業化目標達成のため、エネルギー源多様化に向け

て原子力発電の導入を検討する意向を発表しました。 
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⑤ インド

インドでは 1947 年の建国早々から原子力の重要性が認識され、故バーバ博士を中心に研

究開発がスタート、翌年原子力委員会が発足しました。1954 年には原子力省も設置されま

した。少量・低品位な国内ウランに対し豊富なトリウム資源を有するインドでは、バーバ博

士により、第 1段階として天然ウラン重水炉（PHWR：加圧重水炉）で発電し燃料再処理によ

りプルトニウムを生産、第 2 段階としてプルトニウムを高速炉で燃やしトリウムを装荷し

てウラン 233 を生産、さらに第 3 段階としてトリウムサイクルを確立する独自の開発計画

が立案されました。現在は第 2段階の途上にあります。 

現在、インドで運転中の原子力発電所は、7サイト、合計 22 基で、総出力は 678 万 kW で

す。また、現在建設中の原子力発電所は、PHWR4 基と高速増殖炉原型炉（PFBR）1 基の計 5

基です。インドは急増するエネルギー需要を賄うため、原子力発電の拡大を計画し、原子力

発電の総設備容量を 2032 年までに 6,300 万 kW に拡大し、2050 年までに総発電電力量の

25％を原子力発電で賄うことを計画しています。 

核兵器不拡散条約（NPT）未締約国であるインドに対しては従来、核実験実施に対する制

裁として国際社会による原子力関連物資・技術の貿易禁止措置が採られてきましたが、2008

年以降に米国、フランス、ロシア等と相次いで二国間原子力協定を締結したことにより、各

国から民生用原子力機器や技術を輸入することができるようになりました。2017 年 7 月に

インドとの原子力協定を締結しました。 

インドは上掲の開発計画に基づき高速増殖炉（FBR）の開発・導入を進めています。1985

年に運転を開始した高速増殖実験炉（FBTR）は、2011 年に 2030 年までの運転延長が決定し

ました。上述のとおり、現在 PFBR1 基が建設中であるほか、2017 年頃までに 2 基の FBR の

着工が計画されています。 

（5） その他

① 中東諸国

中東地域では現在稼動中の原子力発電所はありませんが、電力需要の伸びを背景として、

原子力発電の建設・導入に向けた動きが活発化しています。 

アラブ首長国連邦（UAE）では、電力需要の増加により、2020 年までに 4,000 万 kW 分の

発電設備が必要であるとされています。このため UAE はフランス、米国、韓国と協力し、原

子力発電の導入を検討してきました。UAE が 2020 年までの 100 万 kW 級の原子炉 4基の建設

に関する国際入札を実施した結果、2009 年末に韓国電力公社（KEPCO）を中心とするコンソ

ーシアムが選定されました。建設サイトであるバラカでは、2012 年に建設が開始された 1

号機が 2017 年に竣工する予定です。2～4 号機の建設も進捗中であり、2018 年以降 1 年ご

とに 1基ずつ竣工する予定です。 

トルコは、経済成長と電力需要の伸びを背景として、2030 年までに 3 か所の原子力発電
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所に合計 12 基の原子炉を建設する計画です。3 か所の原子力発電所のうちアキュではロシ

アが 120 万 kW 級原子炉を 4基、シノップでは、三菱重工業（株）と仏アレバ社の合弁会社

である ATMEA 社の ATMEA1 を 4 基建設する予定です。アキュでは 2022～2025 年にかけて 1

基ずつ、シノップでは 2023、2024 年に 1基ずつ、2027、2028 年に 1基ずつ稼動することが

見込まれています。 

サウジアラビアでは、2030 年までに 16 基の原子炉を建設する計画です。サウジアラビア

の原子力導入に向けては、フランス、韓国、中国、ロシア等が協力しており、フランスとは

2015 年 6 月に、サウジアラビアにおける 2 基の EPR の建設に関するフィージビリティ・ス

タディ（FS）を実施する協定に調印しています。韓国とは 2015 年 3 月、韓国国産の小型炉

SMART のサウジアラビアでの建設及び第三国への共同進出の推進に係る MOU を締結してい

ます。ロシアとは 2015 年 6 月に原子力平和利用に関する MOU に調印しています。さらに中

国とは、2014 年 8 月に原子力平和利用に関する MOU に調印したほか、2016 年 1 月には、高

温ガス炉の建設に関する MOU も結んでいます。 

ヨルダンは、フランス、中国、韓国と原子力協定に署名し、同国初の原子力発電所建設を

担当する事業者の選定を進めていましたが、2013 年 10 月に、ロシアを優先交渉権者として

選定し、2015 年 10 月には、原子力発電所の建設・運転に関する政府間協定を締結しました。

ヨルダンは 2025 年までに 100 万 kW 級原子炉を 2基稼動させる計画です。 

イランでは、ロシアとの協力で建設されたブシェール原子力発電所 1号機が 2013 年に稼

動を開始しました。さらに両国は 2014 年 11 月、イランに追加的に 8 基の原子炉を建設す

ることで合意しました。 

② アフリカ諸国

アフリカでは唯一南アフリカで原子力発電所が稼動中である。南アフリカは、クバーグ原

子力発電所で 2 基の商業炉（PWR）が稼動しており、総発電電力量の約 5％を供給していま

す。同国は 2030 年までに 160 万 kW 級の原子炉 6 基（合計 960 万 kW）を運転開始させかつ

電源構成に占める原子力シェアを 23％とする方針です。このため同国は、原子力発電所新

設に関する事業者選定プロセスの一環として、2014～2015 年にかけて、我が国を始め、米

国、フランス、ロシア、中国、韓国の事業者による同国関係者向けのワークショップを開催

しました。 

エジプトでは、チェルノブイリ原子力発電所事故の影響で 1986 年に頓挫していた原子力

発電の導入計画が、2006 年 9 月のエネルギー最高評議会で、原子力開発計画が 20 年ぶりに

再開されました。しかし、2011 年のムバラク政権（当時）の崩壊とその後の政情不安によ

り、予定されていたダバにおける原子力発電所建設のための国際入札は延期されました。そ

の後エジプトは、国際入札ではなく提案招請を行い、これに応じたロシア、中国、韓国の事

業者と協議を行った結果、2015 年 11 月、ロシアとの間で、120 万 kW 級の原子炉 4 基の建

設・運転に関する政府間協定を締結しました。 
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アルジェリアは、2027 年の運開を目指して国内初の原子力発電所の建設を計画しており、

2007 年 12 月にフランスと原子力協定を締結したことを始め、米国、中国、アルゼンチン、

南アフリカ、ロシアと原子力協定を締結しています。 

モロッコは、2009 年の国家エネルギー戦略に基づき、2030 年以降のオプションとして原

子力発電の導入を検討する方針です。なおモロッコは原子力損害の補完的な補償に関する

条約（CSC）の締約国です。 

ナイジェリアは、2025 年までに 100 万 kW 分の原子力発電所を建設し、2030 年までに 4基

の原子炉（合計 480 万 kW）を建設する計画です。同国はロシアとの間で、2009 年 3 月に原

子力協定を、2012 年 6 月に原子力発電所の設計・建設・運転・廃止措置に関する協定を締

結しました。さらに両国は 2016 年 5 月には、ナイジェリアに研究・技術センターを建設す

る協定を結びました。 

ケニアは、中長期的な開発計画「Vison 2030」の中で、総発電電力設備容量を 1,900 万 kW

まで拡大する目標を掲げ、この目標の達成に向けて、同国政府は原子力を活用する方針です。

このためケニアは 2013 年以降、韓国の韓国電力国際原子力大学院（KINGS）に技術者を派遣

し、2016 年 8 月には人材育成も含む原子力全般に係る MOU に調印しました。また、2015 年

9 月には中国と、原子力開発に係る包括的な MOU に調印しています。さらに 2016 年 6 月に

はロシアと、9月には韓国とも MOU を結んでいます。 

③ オーストラリア

世界最大のウラン資源埋蔵量を持つオーストラリアは、同時に豊富で安価な石炭資源を

保有しており、現在まで原子力発電は行われていません。ただし温室効果ガス排出削減の観

点から、原子力発電導入の是非が度々議論されています。2005 年の京都議定書発効後、ハ

ワード保守連合政権下で原子力発電の導入を検討する方針が示されましたが、2007 年の総

選挙で原子力に批判的な労働党政権が誕生し、検討は中止されました。近年では主に南オー

ストラリア州において原子力発電を含む核燃料サイクル導入が検討され、2016 年 5 月には

同州政府が設置した委員会が報告書を州政府に提出しました。同報告書では、原子力発電に

ついては商業的に困難との見方が示されましたが、放射性廃棄物に関しては、国外からの使

用済燃料を受入れ管理・処分することが同州に利益をもたらすとの見解が示されました。 

また、オーストラリアは近年、初の原子力発電所建設中のアラブ首長国連邦に加え、長年

禁輸対象であったインド、燃料供給のロシア依存度低減に取り組むウクライナ等と協定を

締結し、新興国等へのウラン輸出拡大を図っています。

④ 中南米諸国

中南米諸国では 2016 年 12 月末時点で、メキシコで 2基、アルゼンチンで 3基、ブラジル

で 2基の計 7基の原子炉が運転中です。 

メキシコでは、ラグナベルデ 1、2号機（BWR）が稼動中であり、総発電電力量の約 7％を
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供給しています。2010 年の電源開発計画では、2028 年までに 10 基を新設するシナリオが

示されていましたが、国内におけるシェールガス田の発見を受けて見直しとなりました。

2016 年 5 月に公表された「国家電力システム開発プログラム（PRODESEN）」では、2028 年か

ら 2030 年に 1基ずつ、計 3基を運開させる計画が示されています。 

アルゼンチンでは、アトーチャ 1、2号機（PHWR）とエンバルセ発電所（CANDU 炉）で計 3

基が稼動中であり、総発電電力量の約 5％を供給しています。4～6基目の建設計画も進めら

れています。4基目（アトーチャ 3号機〔PHWR〕）と 5基目（PWR）は中国の協力のもと、そ

れぞれ 2017 年、2019 年の着工に向け準備が進められています。6基目については、2015 年

4 月にロシア政府と、120 万 kW 級 VVER 建設の協力枠組みを定める MOU に署名しました。 

ブラジルでは、アングラ 1、2号機（PWR）が稼動中であり、総発電電力量の約 3％を供給

しています。経済不況により 1980 年代に建設を中断していたアングラ 3号機は、2010 年 6

月に建設が再開されました。2015 年 12 月の「エネルギー拡大計画 2024」によれば、2024 年

までに増設が見込まれるプラントは、アングラ 3号機のみとされています。また、核燃料工

場を始めとするサイクル施設が立地するレゼンデでは、アングラ 1、2号機の燃料自給を目

的として濃縮工場が 2006 年 5 月から稼動しており、段階的に拡張されています。 

キューバは、1976 年に旧ソ連と結ばれた原子力協定に基づき、1983 年にフラグア 1号機、

1985 年にフラグア 2号機を着工していました。しかし、旧ソ連の崩壊により 1991 年にロシ

アがキューバに対する支援を全面的に停止した影響で、1992 年 9 月に建設工事が無期限延

長となり、2000 年 12 月に計画は撤回されました。その後キューバとロシアは 2009 年 5 月

に、原子力研究における協力を再開することで合意しましたが、原子力発電計画再開に関す

る具体的な動向は確認されていません。 

ボリビアでは、ロシアの技術支援の下、アルゼンチン等の南米諸国が参加して、研究炉 1

基を含む、原子力技術研究開発センターが建設される計画です。
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